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１ 　一般会計補正予算の概要

⑴

（単位：千円）
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⑵ 　補正予算（歳出）の主な内容 （単位：千円）
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②

③
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２ 　特別会計補正予算の概要

⑴ 　債務負担行為

項　目

725,579千円 529,004千円増 1,254,583千円補正後予算額 34,102,502

※　主な事業として４つを挙げている。

中学校部活動支援事業
費

補正額

8,422

物価高騰等対策子育て
世帯支援給付金支給事
業費

113,385

介護・障害福祉サービ
ス事業者物価高騰対策
支援事業費

8,871

説　　　明

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、食料
品や光熱水費等の物価高騰の影響を受けている子育て家庭
に対し、１８歳以下の児童のいる世帯に児童１人あたり1
万５千円の給付金を支給するもの

　コロナ禍において光熱費・食糧費・燃料費等の物価高騰
の影響を受けながらも、介護サービス及び障害福祉サービ
スを続ける事業者の負担を軽減し、安定した事業運営を維
持できるよう支援するため、事業者に対してサービス種別
又は利用定員数に応じた支援金を給付するもの

　寄附金を活用して、中学校の統合に伴い必要となる、新
中学校に係る運動部のユニフォームや吹奏楽部の楽器購入
を行うもの

　物価高騰等の影響を受けている保護者の経済的負担を軽減するため、小中学校給食費を１
月～３月の期間無償化することとし、学校給食費を減額している。このほか、歳出の各事業
の財源として、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金などの国県支出金等を計
上している。

　補正予算（歳入）の主な内容

令和４年度１２月補正予算（案）について

既決予算額 33,390,907

補正予算額 補正前

※ 財源不足は、以下のとおり拡大。

　補正予算額

補正後711,595

　今回の補正予算は、電力・ガス・食料品等高騰対策として増額となった新型コロナウイルス感
染症対応地方創生臨時交付金を活用して実施する事業など、新たに予算措置が必要となった事項
を計上している。
　なお、１２月補正予算【人件費分】の補正額については、本資料中、既決予算額に含めて作成
している。

　「コミュニティバス購入費」など計２１件を追加している。

　国民健康保険特別会計において、「レセプト点検業務委託料」など計４件、急患医療特
別会計において、「田川地区急患センター医療事務委託料」を追加している。

　「介護施設整備等促進事業費」を追加している。

　債務負担行為

ふるさと寄附活用基金
費

509,823
　ふるさと寄附金を、寄附者の意向に応じた事業へ活用す
るため、ふるさと寄附活用基金を新設し、当該基金へ積立
てを行うもの

　繰越明許費

コロナ臨交金対象

コロナ臨交金対象
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①　財源調整前の歳入・歳出総額 (単位：千円) 

既決予算額 今回補正額 計

歳　　　　　　入 32,665,328 182,591 32,847,919

歳　　　　　　出 33,390,907 711,595 34,102,502

差　　　　　　引 △ 725,579 △ 529,004 △ 1,254,583

②　財源調整案 (単位：千円) 

調 整 項 目 既決予算額 今回補正額 計

財 政 調 整 基 金 繰 入 金 525,579 529,004 1,054,583

減 債 基 金 繰 入 金 200,000 0 200,000

計 725,579 529,004 1,254,583

③　財源調整可能基金の状況 (単位：千円) 

R３決算
（Ｂ）

R４予算
（Ｃ）

財 政 調 整 基 金 2,484,039 500,000 39 1,054,583 1,929,495

減 債 基 金 784,111 0 21 200,000 584,132

計 3,268,150 500,000 60 1,254,583 2,513,627

【参考】

ふ る さ と 寄 附 活 用 基 金 0 0 509,823 0 509,823

計【参考】 3,268,150 500,000 509,883 1,254,583 3,023,450

※　端数処理の関係で表内計算が合わない場合がある。

令和４年度１２月補正予算編成における財源調整（案）

３年度末
現在高

（Ａ)

令和４年度中増減額見込
４年度末

現在高見込
（Ｄ）＝

（Ａ）+（Ｂ）
+（Ｃ）-（Ｄ）

積立予定額
取崩予定額

（Ｄ）
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(単位:千円) 

既決予算額 補正予算額 合 計

1 5,200,231 0 5,200,231

2 155,200 0 155,200

3 4,000 0 4,000

4 15,000 0 15,000

5 26,800 0 26,800

6 105,600 0 105,600

7 1,119,000 0 1,119,000

8 31,000 0 31,000

9 29,633 0 29,633

普　　通 6,610,091 0 6,610,091

10 地 方 交 付 税 特　　別 950,000 0 950,000

計 7,560,091 0 7,560,091

11 10,000 0 10,000

12 135,727 0 135,727

13 1,289,509 0 1,289,509

14 8,647,678 209,019 8,856,697

15 2,173,948 5,818 2,179,766

16 318,107 0 318,107

17 605,980 16,300 622,280

18 1,384,359 527,004 1,911,363

19 472,550 0 472,550

20 978,087 △ 46,546 931,541

21 3,128,407 0 3,128,407

33,390,907 711,595 34,102,502

既決予算額 補正予算額 合 計

1 222,624 0 222,624

2 3,040,906 556,750 3,597,656

3 14,849,095 144,375 14,993,470

4 4,922,570 0 4,922,570

5 37,273 0 37,273

6 573,943 12,821 586,764

7 614,557 △ 12,351 602,206

8 2,719,755 0 2,719,755

9 788,997 0 788,997

10 2,901,322 10,000 2,911,322

11 47,675 0 47,675

12 2,642,188 0 2,642,188

13 2 0 2

14 30,000 0 30,000

33,390,907 711,595 34,102,502

予 備 費

合　　　　計

土 木 費

消 防 費

教 育 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

歳　　　　出

議 会 費

諸 支 出 金

総 務 費

民 生 費

衛 生 費

労 働 費

農 林 業 費

商 工 費

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

市 債

合　　　　計

県 支 出 金

分 担 金 及 び 負 担 金

環 境 性 能 割 交 付 金

財 産 収 入

寄 附 金

地 方 消 費 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

令和４年度１２月補正予算款別総括表

歳　　　　入

市 税

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金
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一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳出）の主な内容

222,624 0 222,624

3,040,906 556,750 3,597,656

5,500 0 0 0 0

コロナ臨交金 その他

23,000 18,000 0 0 5,000

　積立額（補正額）の内訳

　　　令和３年度ふるさと寄附金受入額

　－　令和３年度使途指定事業への充当額等

　　　今回積立額

509,823 0 0 0 509,823

1 議 会 費

（単位：千円）

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

補正の主な内容

2 総 務 費

1 実
デジタルネット
ワークラボ事業
費

経営企画
課

0 5,500 5,500

○デジタル環境整備委託料 5,500千円

　企業版ふるさと納税を財源とし、地域デジタル人材の育成を
目指して、ハイスペックＰＣやデジタルサイネージなどのデジ
タル環境を備えたデジタルネットワークラボを整備するもの
　併せて、ＴＯＫＹＯＭＸの番組において、本市のシティプロ
モーション活動を行うことも予定している。

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

5,500

2 実
マイナンバー
カード普及促進
事業費

経営企画
課

4,750 23,000 27,750

○マイナンバーカード普及促進補助金 23,000千円

　マイナンバーカードの交付促進のため、マイナポイント事業
の対象外となる１月以降にマイナンバーカードの申請を行った
市民を対象とし、５千円分のクオカードを配布するもの

補正
予算額

財源内訳

○基金積立金 509,823千円

　ふるさと寄附金を、寄附者の意向に応じた事業へ活用するた
め、ふるさと寄附活用基金を新設し、当該基金へ積立てを行う
もの

545,157千円

35,334千円

509,823千円

国庫支出金
県支出金 その他 一般財源

0

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

509,823 509,823

0

3 固
ふるさと寄附活
用基金費

財政課 0

コロナ臨交金対象
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一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳出）の主な内容
（単位：千円）

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

補正の主な内容

17,547 17,547 0 0 0

14,849,095 144,375 14,993,470

15,460 15,460 0 0 0

○介護・障害福祉サービス事業者物価高騰対策支援金

コロナ臨交金 その他

8,871 8,871 0 0 0

4 他
個人番号カード
交付事業費

市民課 42,263 17,547 59,810

○個人番号カード受付業務等委託料

3 民 生 費

5 実
介護施設整備
等促進事業費

高齢障害
課

0

2,159千円

○旅費 53千円

　マイナポイント事業の延長などを受け、マイナンバーカード
の交付促進のため、体制強化を継続することとし、休日窓口、
時間外窓口、出張申請受付などを継続して実施するもの

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他

○地域介護・福祉空間整備事業補助金 15,460千円

　国の地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を活用し、高
齢者施設等における防災・減災機能強化に係る改修事業に対し
て助成するもの
【認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業】
　・2施設　15,460千円

一般財源

0

○会計年度任用職員等人件費 6,059千円

○職員人件費（時間外勤務手当） 2,070千円

○郵便料 4,155千円

○消耗品費 3,051千円

補正
予算額

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

15,460 15,460

0

6 実

介護・障害福祉
サービス事業
者物価高騰対
策支援事業費

高齢障害
課

0 8,871 8,871

その他

8,820千円

○その他（郵便料等） 51千円

　コロナ禍において光熱費・食糧費・燃料費等の物価高騰の影
響を受けながらも、介護サービス及び障害福祉サービスを続け
る事業者の負担を軽減し、安定した事業運営を維持できるよう
支援するため、事業者に対してサービス種別又は利用定員数に
応じた支援金を給付するもの

補正
予算額

財源内訳

国庫支出金
県支出金 一般財源

0
コロナ臨交金対象

- 5 -



一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳出）の主な内容
（単位：千円）

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

補正の主な内容

コロナ臨交金 その他

113,385 113,385 0 0 0

コロナ臨交金 その他

3,559 1,780 0 1,779 0

コロナ臨交金 その他

3,100 1,550 1,550 0 0

4,922,570 0 4,922,570

37,273 0 37,273

7 実

物価高騰等対
策子育て世帯
支援給付金支
給事業費

子育て支
援課

0 113,385 113,385

県支出金

○物価高騰等対策子育て世帯支援給付金 112,500千円

○その他（郵便料等） 885千円

　新型コロナウイルス感染症の影響が長期化する中、食料品や
光熱水費等の物価高騰の影響を受けている子育て家庭に対し、
１８歳以下の児童のいる世帯に児童１人あたり1万５千円の給付
金を支給するもの

補正
予算額

財源内訳

国庫支出金
その他 一般財源

0

8 実
子育てのため
の施設等利用
給付事業費

子育て支
援課

59,352 3,559 62,911

○保育所等物価高騰対策費補助金 3,559千円

　コロナ禍において光熱費や燃料費等高騰の影響を受けている
保育所等の安定的な運営を図るため補助を行うもの

補正
予算額

財源内訳

国庫支出金
県支出金 その他 一般財源

0

9 実
保育環境改善
等事業費

子育て支
援課

0 3,100

○保育環境改善等事業補助金 3,100千円

　民間保育所が新型コロナウイルス感染症対策として購入した
消耗品等について、その購入経費を助成するもの

補正
予算額

財源内訳

国庫支出金
県支出金

5 労 働 費

その他 一般財源

0

4 衛 生 費

3,100

コロナ臨交金対象

コロナ臨交金対象

コロナ臨交金対象
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一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳出）の主な内容
（単位：千円）

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

補正の主な内容

573,943 12,821 586,764

コロナ臨交金 その他

7,900 5,800 0 2,100 0

614,557 △12,351 602,206

2,719,755 0 2,719,755

788,997 0 788,997

2,901,322 10,000 2,911,322

1,578 0 0 0 0

8,422 0 0 0 0

6 農 林 業 費

10 実
畜産振興事業
費

農政課 23,321 7,900 31,221

○畜産飼料高騰緊急対策交付金 5,800千円

○ふくおかの畜産競争力強化対策事業費補助金 2,100千円

【畜産飼料高騰緊急対策交付金】　※コロナ臨交金対象
　新型コロナウイルスによる影響に加え、畜産飼料価格の高騰によ
る影響を受けた畜産事業経営者に対して飼料代の一部を助成し、事
業継続を支援するもの
　経営規模に応じて、経営体ごとに２０万円～２００万円を交付する。

【ふくおかの畜産競争力強化対策事業費補助金】
　畜産農家に対し、生産性向上を図る機械の導入経費を助成するも
の

補正
予算額

財源内訳

国庫支出金
県支出金 その他 一般財源

0

7 商 工 費

8 土 木 費

9 消 防 費

○プログラミング教材（ドローン）購入費 1,578千円

　個人から申し出のあった寄附金を活用し、ＩＣＴ教育の更なる充実を
図るため、トイドローン（プログラミングした通りに動作するドローン）を
購入するもの。
　市内全小学校（９校）に６台ずつ、計５４台の配備を予定している。

補正
予算額

10 教 育 費

11 実
小学校ＤＸ推進
事業費

学校教育
課

財源内訳

国庫
支出金

県支出金 地方債 その他 一般財源

31,188 1,578 32,766

1,578

12 実
中学校部活動
支援事業費

学校教育
課

0 8,422 8,422

財源内訳

国庫
支出金

○新中学校吹奏楽楽器購入費 3,278千円

○新中学校部活動ユニフォーム購入費 5,144千円

　個人から申し出のあった寄附金を活用し、中学校の統合に伴い、
新たに必要となる部活動用具を購入するもの

補正
予算額 県支出金 地方債 その他 一般財源

8,422

コロナ臨交金対象
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一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳出）の主な内容
（単位：千円）

款名及び事業名 所管課
既決
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

補正の主な内容

47,675 0 47,675

2,642,188 0 2,642,188

2 0 2

30,000 0 30,000

33,390,907 711,595 34,102,502

予算区分別の集計表 （単位：千円）

県支出金 地方債 その他

9,775,761 181,036 9,956,797 4,367 0 △32,246

21,027,980 510,931 21,538,911 1,108 0 0

2,587,166 19,628 2,606,794 343 0 0

33,390,907 711,595 34,102,502 5,818 0 △32,246

11 災 害 復 旧 費

12 公 債 費

13 諸 支 出 金

一般財源

実施計画経費 191,736 17,179

固定経費 0 509,823

14 予 備 費

合　　　計

既決
予算額

補正
予算額

補正後
予算額

補正予算額の財源内訳

国庫
支出金

その他経費 17,283 2,002

計 209,019 529,004
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一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳入）の主な内容
（単位：千円）

1 5,200,231 0 5,200,231

2 155,200 0 155,200

3 4,000 0 4,000

4 15,000 0 15,000

5 26,800 0 26,800

6 105,600 0 105,600

7 1,119,000 0 1,119,000

8 31,000 0 31,000

9 29,633 0 29,633

10 7,560,091 0 7,560,091

11 10,000 0 10,000

12 135,727 0 135,727

13 1,289,509 0 1,289,509

14 8,647,678 209,019 8,856,697

1
新型コロナウイルス
感染症対応地方
創生臨時交付金

555,474 174,462 729,936 経営企画課
　電力・ガス・食料品等高騰対策として増
額となった、交付金などを計上している。

2
個人番号カード交付
事務費補助金

42,965 17,547 60,512 市民課
　個人番号カード交付事業費の財源として
交付されるもの

3
地域介護・福祉空間
整備等施設整備交
付金

0 15,460 15,460 高齢障害課
　介護施設整備等促進事業費の財源とし
て交付されるもの

4
保育環境改善等事
業補助金

0 1,550 1,550
子育て
支援課

　保育環境改善等事業費の財源として交
付されるもの

市 税

款名及び項目名
既決

予算額
補正

予算額
補正後
予算額

所管課 補正の主な内容

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 譲 与 税

利 子 割 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡
所 得 割 交 付 金

法 人 事 業 税 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

環 境 性 能 割 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策
特 別 交 付 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金
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一般会計　令和４年度１２月補正予算（歳入）の主な内容
（単位：千円）

款名及び項目名
既決

予算額
補正

予算額
補正後
予算額

所管課 補正の主な内容

15 2,173,948 5,818 2,179,766

5
保育所等物価高騰
対策費補助金

0 1,779 1,779
子育て
支援課

　子育てのための施設等利用給付事業費
の財源として交付されるもの

6
福岡県畜産振興総
合対策事業費補助
金

22,837 2,100 24,937 農政課
　畜産振興事業費の財源として交付される
もの

16 318,107 0 318,107

17 605,980 16,300 622,280

7
企業版ふるさと寄附
金

0 6,300 6,300 経営企画課 　寄附を受けた寄附金を計上するもの

8 教育費寄附金 0 10,000 10,000 学校教育課 　寄附を受けた寄附金を計上するもの

18 1,384,359 527,004 1,911,363

9
財政調整基金
繰入金

525,579 529,004 1,054,583 財政課 　財源調整によるもの

19 472,550 0 472,550

20 978,087 △ 46,546 931,541

10 学校給食費 199,284 △ 46,546 152,738 教育総務課
　物価高騰等の影響を受けている保護者
の経済的負担を軽減するため、１月～３月
分の給食費を無償化するもの

21 3,128,407 0 3,128,407

33,390,907 711,595 34,102,502

県 支 出 金

財 産 収 入

市 債

合             計

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

コロナ臨交金対象
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（総務部　財政課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.1 地 方 揮 発 油 譲 与 税 38,000 0 38,000 

2.2.1 自 動 車 重 量 譲 与 税 111,000 0 111,000 

2.3.1 森 林 環 境 譲 与 税 6,200 0 6,200 

3.1.1 利 子 割 交 付 金 4,000 0 4,000 

4.1.1 配 当 割 交 付 金 15,000 0 15,000 

5.1.1 株式等譲渡所得割交付金 26,800 0 26,800 

6.1.1 法 人 事 業 税 交 付 金 105,600 0 105,600 

7.1.1 地 方 消 費 税 交 付 金 1,119,000 0 1,119,000 

8.1.1 環 境 性 能 割 交 付 金 31,000 0 31,000 

9.1.1 地 方 特 例 交 付 金 29,633 0 29,633 

10.1.1 地 方 交 付 税 7,560,091 0 7,560,091 

18.1.1 財 政 調 整 基 金 繰 入 金 525,579 529,004 1,054,583 

18.1.2 減 債 基 金 繰 入 金 200,000 0 200,000 

19.1.1 繰 越 金 472,550 0 472,550 

21.1.1 総 務 債 190,107 0 190,107 

21.1.2 民 生 債 64,300 0 64,300 

21.1.3 衛 生 債 1,119,100 0 1,119,100 

21.1.4 農 林 債 163,400 0 163,400 

21.1.5 土 木 債 814,800 0 814,800 

21.1.6 消 防 債 32,300 0 32,300 

21.1.7 教 育 債 727,100 0 727,100 

21.1.8 災 害 復 旧 事 業 債 13,800 0 13,800 

13,369,360 529,004 13,898,364 

　　　 令和４年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　　　　　　　　　入

歳　　入　　合　　計
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（総務部　財政課） （単位：千円）

　　　 令和４年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.1 一 般 管 理 費 7,402 0 7,402 

2.1.3 財 政 管 理 費 2,195 0 2,195 

2.1.16 諸 費 0 509,823 509,823 

4.1.7 診 療 所 費 844,173 0 844,173 

4.3.1 上 水 道 施 設 費 824,262 0 824,262 

12.1.1 元 金 2,528,309 0 2,528,309 

12.1.2 利 子 113,836 0 113,836 

14.1.1 予 備 費 30,000 0 30,000 

4,350,177 509,823 4,860,000 歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　出
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令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 総務部　財政課　財政係 （単位：千円）

2 1 16

24

○令和３年度　ふるさと寄附金内訳

…Ａ

…Ｂ

…Ｃ＝Ａ－Ｂ

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

20 ～ 21 053412 事業費 0 事業費 509,823 事業費 509,823

款 項 目

財
源
内
訳

国 0

財
源
内
訳

国 0

その他 0 その他 0

事業名 ふるさと寄附活用基金費 地方債 0 地方債 0

総務費 総務管理費 諸費 県 0 県 0 県 0

一般財源 0 一般財源 509,823 一般財源 509,823

財
源
内
訳

国 0

地方債 0

その他 0

備考欄
（メモ）

計 0 509,823 509,823

事業内容
及び

実施方法等

　本市に寄せられたふるさと寄附金を、寄附
者の意向に応じた事業へ活用し、活用した事
業を明確化するため、ふるさと寄附活用基金
を新設した。今回は、令和３年度に受け入れ
た寄附金（既に事業に活用したものを除く）を
基金へ積み立てるものである。

科目 既定額

対象 ふるさと寄附金

目的 寄附金の使途の明確化

補正額 計

ふるさと寄附活用基金積
立金

0 509,823 509,823

件数 寄附金額

令和３年度のふるさと寄附金総額 545,157,000円

35,334,000円Ａのうち、令和３年度の各事業へ活用済の額

給付型奨学金の支給に関すること 9,515,000円

5,637,000円

3,935,000円

118,000円

16,129,000円

今回、ふるさと寄附活用基金へ積立てる額

市長におまかせ（指定なし）

都市機能の整備に関すること

産業・経済の振興に関すること

医療・福祉の充実に関すること

509,823,000円

映画等の撮影及び映画等の撮影支援に関すること

新中学校の建設に関すること

オリンピック・パラリンピックの事前キャンプに関すること

新型コロナウイルス感染症対策に関すること

873件

486件

348件

11件

1,486件

子育て支援に関すること

学力向上・文化振興に関すること

19,249件 203,466,000円

5,782件

2,839件

4,904件

12,526件

1,638件

62,410,000円

32,998,000円

55,613,000円

136,713,000円

18,623,000円
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令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳入） 総務部　財政課　財政係（単位：千円）

18 1 1

　財源調整によるもの

基金繰入金

合計

説　　　　　　　明

525,579 529,004 1,054,583

項目 既定額

1,054,583

財政調整基金繰
入金

525,579 529,004

目 既定額 補正額 計

財政調整基金繰入金 525,579 529,004

補正額 計

予算書のページ 款

節 既定額 補正額 計

1
財政調整基金
繰入金

525,579 529,004 1,054,583

項

16 ～ 17 繰入金 1,054,583
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財源調整可能基金 (単位:千円)

３年度末 ４年度末
現在高 現在高見込

決算剰余金 今回補正 既決予算 今回補正 既決予算

１ 2,484,039 500,000 500,000 0 0 39 1,054,583 529,004 525,579 1,929,495

２ 784,111 0 0 0 21 200,000 0 200,000 584,132

3,268,150 500,000 500,000 0 0 60 1,254,583 529,004 725,579 2,513,627

特定目的基金 (単位:千円)

３年度末 ４年度末
現在高 現在高見込

決算剰余金 今回補正 既決予算 今回補正 既決予算

３ 458,564 0 0 0 593 115,000 0 115,000 344,157

４ 57,599 0 0 0 0 0 0 0 57,599

５ 68,001 0 0 0 73 2,410 0 2,410 65,664

６ 101,342 11,662 0 11,662 14 13,906 △2,000 15,906 99,112

７ 422,833 0 0 0 288 9,837 0 9,837 413,284

８ 888,115 81,145 0 81,145 396 190,691 0 190,691 778,965

９ 32,004 0 0 0 10 14,334 0 14,334 17,680

１０ 28,209 0 0 0 11 5,719 0 5,719 22,501

１１ 7,684,334 0 0 0 40,996 56,332 0 56,332 7,668,998

１２ 1,659,352 0 0 0 70 195,438 0 195,438 1,463,984

１３ 365,642 0 0 0 540 16,609 0 16,609 349,573

１４ 5,399 1 0 1 1 0 0 0 5,401

１５ 17,075 0 0 0 1 17,075 0 17,075 1

１６ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１７ 16,104 1 0 1 1 376 0 376 15,730

１８ 81,517 0 0 0 11 9,197 0 9,197 72,331

１９ 0 0 0 0 0 0 0 0 0

２０ 21,166 1,108 1,108 0 1 256 0 256 22,019

２１ 1,636 1 0 1 1 0 0 0 1,638

２２ 950,468 0 0 0 79 0 0 0 950,547

２３ 21,143 0 0 0 1 600 0 600 20,544

２４ 10,000 0 0 0 0 9,000 0 9,000 1,000

２５ 0 509,823 509,823 0 0 0 0 0 509,823

12,890,503 603,741 510,931 92,810 43,087 656,780 △2,000 658,780 12,880,551

特別会計の基金 (単位:千円)

３年度末 ４年度末
現在高 現在高見込

決算剰余金 今回補正 既決予算 今回補正 既決予算

２５ 480,897 87,982 0 87,982 6 0 0 0 568,885

２６ 209,161 0 0 0 5 47,308 0 47,308 161,858

２７ 54,014 0 0 0 1 6,921 0 6,921 47,094

744,072 87,982 0 87,982 12 54,229 0 54,229 777,837

※　上記の３表は、端数処理の関係で表内計算が合わない場合がある。

特別会計基金
（２５～２７） 計

新規積立
（B）

利子等
（C）

取崩し
（D）

国 民 健 康 保 険
財 政 安 定 化

急 患 医 療 事 業

田 川 市 等 三 線 沿 線 地 域
交 通 体 系 整 備 事 業

バ ス 路 線 維 持 ・
充 実 対 策

世 界 記 憶 遺 産
保 存 活 用 推 進

(A)+(B)+(C)-
(D)=(E)

安 全 安 心 ま ち づ く り

猪 位 金 小 中 一 貫 校
教 育 振 興

産 業 振 興

特定目的基金
（３～２５）計

基　　金　　名

(A)

令和４年度中増減額見込

増 減

庁 舎 整 備

ふ る さ と 寄 附 活 用

森 林 環 境 保 全

子 ど も の 貧 困 対 策 推 進

特 定 農 業
施 設 管 理

浄 化 槽 整 備

文 化 振 興

近 代 化 産 業 遺 産
保 存 活 用

平 成 筑 豊 鉄 道
経 営 安 定 化

さ わ や か ま ち づ く り

高 齢 者 等
保 健 福 祉

廃 棄 物 処 理
施 設 整 備

地 域 雇 用
創 出 推 進

ふ る さ と
水 と 土 保 全

令和４年度  基金の状況

基　　金　　名

令和４年度中増減額見込

増 減

(A)
新規積立

（B）
利子等

（C）
取崩し
（D）

(A)+(B)+(C)-
(D)=(E)

企 業 版 ふ る さ と 納 税
地 方 創 生

(A)+(B)+(C)-
(D)=(E)

財 政 調 整

減 債

財源調整可能基金
 （１～２）計

(A)
新規積立

（B）

市 営 住 宅

育 英 事 業

ふ る さ と 人 づ く り

基　　金　　名

令和４年度中増減額見込

増 減

利子等
（C）

取崩し
（D）
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令和４年度

総務部

市長公室

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



令和４年度12月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 総務部　市長公室 （単位：千円）

10

科目（節）

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

0 16,593

一般財源

金額

16,808計

市の施策や制度、イベント情報など様々な行政情
報を周知するために広報紙を発行する。

発行予定部数16,000部
見積単価
　カラー　     3.8円
　モノクロ　   2.3円
　２色　　　    3.7円
　印刷のみ   2.1円
カラー　   4,414,080円［3.8円×  66頁×16,000部］
モノクロ   9,715,200円［2.3円×240頁×16,000部］
２色　　    2,604,800円［3.7円× 40頁×16,000部］
印刷のみ   73,920円［2.1円×   2頁×16,000部］

合計16,808,000円［計348項15,280,000円+消費税］

需用費 16,808

左の財源内訳
限度額期間事項

16,808広報たがわ印刷費 215 0

国県支出金 地方債 その他

令和５年度

















令和４年度

総務部

総務課

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 総務部　総務課　情報推進係 （単位：千円）

12

左の財源内訳
限度額期間事項

5,377行政系システム基盤更新業務委託料

国県支出金 地方債 その他

令和５年度 5,377

限度額の積算方法

一般財源

金額科目（節）

・行政系システム基盤の更新に伴う業務
・更新後の稼働は、令和５年５月を予定
・事前調査、設計等に着手するため、債務負担行
為を設定する。

事前調査、データ移行設計、ネットワーク設計
データ移行、ネットワーク構築　　等

委託料 5,377

事業内容及び実施方法等

5,377計



令和４年度

総務部

税務課

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



（総務部　税務課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

1.1.1 個 人 1,681,740 0 1,681,740 

1.1.2 法 人 316,014 0 316,014 

1.2.1 固 定 資 産 税 2,450,739 0 2,450,739 

1.2.2
国 有 資 産 等 所 在
市 町 村 交 付 金

30,290 0 30,290 

1.3.1 軽 自 動 車 税 160,713 0 160,713 

1.3.2 環 境 性 能 割 6,394 0 6,394 

1.4.1 市 た ば こ 税 551,167 0 551,167 

1.5.1 鉱 産 税 3,174 0 3,174 

13.2.1 総 務 手 数 料 1,000 0 1,000 

13.3.1 証 紙 収 入 2 0 2 

15.3.1 総 務 費 県 委 託 金 64,034 0 64,034 

20.1.1 延 滞 金 11,000 0 11,000 

20.4.1 滞 納 処 分 費 10 0 10 

5,276,277 0 5,276,277 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.2.1 税 務 総 務 費 13,411 0 13,411 

2.2.2 賦 課 徴 収 費 87,185 880 88,065 

100,596 880 101,476 

　　　 令和４年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　入

歳　　　　　　　　　　出

1



令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 総務部　税務課　市民税保険税係 （単位：千円）

2 2 2

12

計 1,347 880

880

目

1,001

事業費 23,940

国

徴税費 22,939

項

令和5年度からの地方税共通納税システム税
目拡大に伴い、システム改修経費を計上する
もの。

予算書のページ 事業コード 総合計画区分

財
源
内
訳

国国

その他

地方債

20 ～ 21

款

その他

賦課徴収費 県総務費
財
源
内
訳

既定額 補正額

財
源
内
訳

070310

計

地方債 0

22,939

24,820

0

事業費事業費

県県

0一般財源

科目 既定額 補正額

システム開発委託料 1,347 880

事業名

補正の内訳

賦課徴収事務費(税務課市民税保険税係)

  令和5年度から、軽自動車税及び固定資産税が
地方税共通納税システムの対象に追加される。
  これに伴い、納付に係る様々なネットワークシス
テムが構築される。
  本市が納付受入れを円滑に行うため、これらの
ネットワークシステムが相互に正しく連動するか試
験を行う必要があり、試験に伴うシステム改修経
費を計上するもの。

(主な作業内容)
・システムの端末設定・動作確認
・総合連動試験の内容・操作説明

その他 1,001

地方債

計

2,227

880880 一般財源一般財源
補正の理由

備考欄
（メモ）

2,227

2



令和４年度

総務部

安全安心まちづくり課

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



（総務部　安全安心まちづくり課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

13.1.1 総 務 使 用 料 312 0 312 

14.2.5 消 防 費 国 庫 補 助 金 341 0 341 

14.3.1 総 務 費 国 庫 委 託 金 34 0 34 

14.3.4 消 防 費 国 庫 委 託 金 1,974 0 1,974 

15.2.1 総 務 費 県 補 助 金 257 0 257 

15.2.8 消 防 費 県 補 助 金 150 0 150 

15.3.1 総 務 費 県 委 託 金 1,040 0 1,040 

17.1.1 一 般 寄 附 金 1 0 1 

17.1.2 総 務 費 寄 附 金 3,977 0 3,977 

18.1.3
さ わ や か ま ち づ く り 基 金
繰 入 金

15,906 △ 2,000 13,906 

18.1.9
安全安心まちづくり 基金
繰 入 金

9,197 0 9,197 

20.4.3 雑 入 33,664 0 33,664 

66,853 △ 2,000 64,853 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.9 交 通 安 全 対 策 費 2,052 0 2,052 

2.1.13 市 民 協 働 推 進 費 67,081 0 67,081 

2.1.16 諸 費 8,517 0 8,517 

9.1.1 常 備 消 防 費 664,600 0 664,600 

9.1.2 非 常 備 消 防 費 41,755 0 41,755 

9.1.3 消 防 施 設 費 38,169 0 38,169 

9.1.5 災 害 対 策 費 11,924 0 11,924 

834,098 0 834,098 

　　　 令和４年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　入

歳　　　　　　　　　　出

1



令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳入） 総務部　安全安心まちづくり課　市民協働推進係 （単位：千円）

18 1 3

コールマイン・フェスティバル充当金に伴う減 △2,000千円

予算書のページ 款 項 目 既定額

16 ～ 17 繰入金 基金繰入金

合計 15,906 △2,000 13,906

計

さわやかまちづく
り基金繰入金

15,906 △2,000 13,906

補正額

1
さわやかまちづ
くり基金繰入金

15,906 △ 2,000 13,906

節 既定額 補正額 計 説　　　　　　　明

項目 既定額 補正額 計

さわやかまちづくり基金繰入金 15,906 △2,000 13,906
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令和４年度

教育部

教育総務課

（一般会計）

12月補正予算説明資料



（教育部　教育総務課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

12.1.1 民 生 費 負 担 金 15,133 0 15,133

12.1.3 教 育 費 負 担 員 1,106 0 1,106

13.1.7 教 育 使 用 料 7 0 7

13.2.4 教 育 手 数 料 54 0 54

14.2.2 民 生 費 国 庫 補 助 金 27,974 0 27,974

14.2.6 教 育 費 国 庫 補 助 金 3,468 0 3,468

15.2.2 民 生 費 県 補 助 金 26,692 0 26,692

15.2.9 教 育 費 県 補 助 金 1,826 0 1,826

20.3.2 育英資金貸付金元金収入 23,401 0 23,401

20.3.3
専修学校等技能習得資金
貸 付 金 元 金 収 入

651 0 651

20.3.4
田川市高等学校等奨学資
金 元 金 収 入

239 0 239

20.4.2 給 食 事 業 収 入 199,284 △ 46,546 152,738

20.4.3 雑 入 2,501 0 2,501

302,336 △ 46,546 255,790

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

2.1.16 諸 費 637 0 637

3.2.1 児 童 福 祉 総 務 費 96,207 0 96,207

10.1.1 教 育 委 員 会 費 2,797 0 2,797

10.1.2 事 務 局 費 90,575 0 90,575

10.2.1
学 校 管 理 費
（ 小 学 校 ）

118,185 0 118,185

10.2.2 教 育 振 興 費 86,460 0 86,460

10.3.1
学 校 管 理 費
（ 中 学 校 ）

120,643 0 120,643

10.3.2 教 育 振 興 費 101,895 0 101,895

10.6.3 学 校 給 食 費 423,015 0 423,015

1,040,414 0 1,040,414歳　　出　　合　　計

歳　　入　　合　　計

歳　　　　　　　　　　出

　　　 令和４年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　　　　　　　　　入

1



令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳入） 教育部　教育総務課　学校給食係 （単位：千円）

20 4 2

令和5年1月～3月小中学校給食費無償化（新型コロナウイルス臨時交付金）

計

18 ～ 19 諸収入 雑入 給食事業収入 199,284 △46,546 152,738

予算書のページ 款 項 目 既定額 補正額

1 学校給食費 199,284 △ 46,546 152,738

節 既定額 補正額 計 説　　　　　　　明

合計 199,284 △46,546 152,738

項目 既定額 補正額 計

 学校給食費 199,284 △46,546 152,738

2



令和４年度　１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 教育部　教育総務課　総務係・施設管理係 （単位：千円）

12

12

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

0 12,828

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

　令和5年4月に開校予定の東・西中学校について、
複数の印刷機器を集約し、各校3台の高速カラーイ
ンクジェット複合機に移行することに伴い、借上契約
を年度内に行う必要があるため、債務負担行為を
計上するもの

設置校：田川東中学校・田川西中学校
複合機台数：6台（3台×2校）
年間契約見込額：6,336,000円（2校分）

計 31,680

31,680

中学校複合機借上料

12,828計

　令和5年4月に開校予定の東・西中学校について
は、延べ床面積の基準（8,000㎡以上）により、建築
物環境衛生技術者を選任し基準に沿った管理が必
要となるため、専門業者に委託するもので年度内に
契約を行う必要があるため、債務負担行為を計上
するもの

対象校：田川東中学校・田川西中学校
年間契約見込額：2,565,510円（2校分）

委託料 12,828

科目（節） 金額

事項 期間 限度額
左の財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

31,680 0 0 0

期間
その他

左の財源内訳
限度額

一般財源

31,680

科目（節） 金額

令和5年度から
令和9年度まで

委託料

事項

12,828中学校特定建築物環境衛生管理委託料 0 0

国県支出金 地方債

令和5年度から
令和9年度まで
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新中学校への高速カラーインクジェット複合機導入について 

 

１ 導入の目的 

  令和５年度から中学校７校（猪位金学園を除く）を２校に再編するに当たり、統合す

る中学校の備品整備の一環として、複数ある機器（複合機、印刷機（輪転機）プリンタ

ー）を集約し、各校３台の高速カラ―インクジェット複合機に移行することで、印刷業

務の負担軽減及びコストの削減を図ることを目的とする。 

 

２ 導入の特徴及び期待される効果 

  導入に当たり、次のような効果が期待できる。 

 

 

３ 効果の検証 

  実際に中学校で複合機１台の貸出を行い、使用したうえで学校現場の印刷課題を明確

化し、印刷業務上の運用及びニーズに合致するかの検証を行った結果、高い評価が得ら

れた。 

コスト削減

理解力、学習意
欲の向上

学力向上

100枚/分高速印刷
・印刷時間削減、丁合作業不要、印刷渋滞が解消され
るため、印刷業務時間が短縮される。
（1人/月削減見込時間：4時間）

教職員・事務職
員の働き方改革

子どもと向き合う
時間の確保

消耗品自動発送

特徴 期待される効果

・受発注業務、支払伝票作成業務、在庫管理が不要に
なる。
（年間発注回数：80回⇒0回）

大容量インク

・廃棄物を極小化できる。
・カートリッジの交換回数を減らすことによる管理工
数削減ができる。
（年間交換見込回数：1,006本⇒276本）

環境負荷の低減

SDGsの取組
低電力

・レーザーと比較して消費電力が1/8、他の高速インク
ジェットと比較し1/3に削減できる。

製品、消耗品、保
守料が月額定額制

・コピー代、消耗品、修繕費用等が全て月額料金に含
まれているため、新たなコストは発生しない。
※年間上限枚数を超過した場合は、追加費用が発生
（5年間削減見込額：10,100千円）

カラ―印刷制限
なし

・プリントやテストなどの教材を全てカラ―で作成で
き、教科書とのギャップもなくなるため、視覚的に分
かりやすくなる。
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 ⑴ 設置校  後藤寺中学校 

 ⑵ 貸出期間 令和４年１０月８日～１１月８日 

 ⑶ 主なアンケート結果 

  ア 総合的な満足度 

「満足」「やや満足」      ・・・１００％ 

  イ 印刷業務の時間が削減されたか 

「とてもそう思う」「そう思う」 ・・・１００％ 

  ウ １週間当たりの短縮時間 

５２分/人 

  エ カラープリント配布により生徒の授業に対する変化があったか 

「とてもそう思う」「そう思う」 ・・・ ９４％ 

  オ 今後、導入したいか 

「とてもそう思う」「そう思う」 ・・・１００％ 

 

※ 伊田中学校には、令和４年１１月８日～１２月７日の間に設置。現在、アンケート 

集約中。 

 

４ 今後の予定 

 ⑴ 契約締結  ・・・令和５年１月 

 ⑵ 搬入・設置 ・・・令和５年３月下旬 

 ⑶ 正式稼働  ・・・令和５年４月１日 
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中学校特定建築物環境衛生管理委託料について 

 

１ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律 

  多数の方が利用する建築物について、衛生的な環境を確保し利用者の健康を守るため、

「建築物における衛生的環境の確保に関する法律」において、建築物の維持管理について

環境衛生上必要な事項が定められている。 

 

２ 特定建築物とは 

  興行場、百貨店、集会場、図書館、博物館、美術館、遊技場、店舗、事務所、学校又

は旅館の用途に供される建築物で、その用途部分の「延べ面積」が３,０００平方メート

ル以上であるものをいう。 

  ただし、学校教育法第１条に規定する学校（幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、

高等学校、中等教育学校、特別支援学校、大学及び高等専門学校）又は幼保連携型認定

こども園の用途に供される建築物の場合は、「延べ面積」が８,０００平方メートル以上

であるものが「特定建築物」に該当する。 

 

３ 新中学校の「延べ面積」 

  田川東中学校：１２,２６９.５０㎡  田川西中学校：１１,４９２.０７㎡ 

 

４ 「建築物環境衛生管理技術者」の選任 

特定建築物所有者等は、当該特定建築物の維持管理が環境衛生上適正に行なわれるよ

うに監督をさせるため、厚生労働省令の定めるところにより、建築物環境衛生管理技術

者免状を有する者のうちから「建築物環境衛生管理技術者」を選任しなければならない。 

 

５ 建築物環境衛生管理基準に基づく管理業務 

管理項目 実施回数 管理項目 実施回数 

空気環境測定 年６回 貯水槽清掃消毒 年１回 

給水栓残留塩素測定 年５２回 雑用水塩素測定 年５２回 

水質検査 16 項目 年２回 雑用水大腸菌検査 年６回 

水質検査 12 項目 年１回 害虫駆除、防除作業 年２回 
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令和４年度

教育部

学校教育課

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



（教育部　学校教育課） （単位：千円）

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

14.2.6 教 育 費 国 庫 補 助 金 2,809 0 2,809 

15.2.9 教 育 費 県 補 助 金 3,016 0 3,016 

17.1.3 教 育 費 寄 附 金 0 10,000 10,000 

20.4.3 雑 入 1,164 0 1,164 

6,989 10,000 16,989 

科　　目 名　　　称 既定額 補正額 計

10.1.2 事 務 局 費 82,369 0 82,369 

10.2.1 学 校 管 理 費 23,344 0 23,344 

10.2.2 教 育 振 興 費 31,188 1,578 32,766 

10.3.2 教 育 振 興 費 16,633 8,422 25,055 

153,534 10,000 163,534 

　　　 令和４年度１２月補正予算　総括表　（一般会計）

歳　　入　　合　　計

歳　　出　　合　　計

歳　　　　　　　　　　入

歳　　　　　　　　　　出

1



令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳出） 教育部　学校教育課　学校教育係 （単位：千円）

10 2 2

17

10 03 02

10

17

備考欄
（メモ）

計 0 8,422 8,422

その他 8,422

一般財源 0 一般財源 0 一般財源 0

県 0 県 0

事業名 中学校部活動支援事業費 地方債 0 地方債 0 地方債 0

財
源
内
訳

国 0

その他 8,422

財
源
内
訳

国 0

補正の理由
田川東中学校及び田川西中学校の部活動に
て使用する消耗品及び備品を購入する。

その他 0

補正の内訳

○消耗品費
　　新中学校部活動ユニフォーム代
　　2,337,900円×2校×1.1＝5,143,380円

○器具費
　　新中学校吹奏楽楽器代
　　2,979,500円×1.1＝3,277,450円

既定額 補正額 計

消耗品費 0 5,144 5,144

器具費 0 3,278 3,278

款 項 目

財
源
内
訳

国 0

教育費 中学校費 教育振興費 県 0

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

26 ～ 29 550316 ○ 事業費 0 事業費 8,422 事業費 8,422

備考欄
（メモ）

計 0 1,578 1,578

その他 1,578

一般財源 30,710 一般財源 0 一般財源 30,710

県 0 県 478

事業名 実）小学校ＤＸ推進事業費 地方債 0 地方債 0 地方債 0

財
源
内
訳

国 0

その他 1,578

財
源
内
訳

国 0

補正の理由
2020年から小学校で必修化されたプログラミ
ング教育にて使用する、体感的・実践的・先進
的な教育機器を購入する。

その他 0

補正の内訳

○プログラミング教材（ドローン）購入費
　小学校９校に６台ずつ購入　合計５４台
　26,565円/台×54台×1.1＝1,577,961円

科目 既定額 補正額 計

教育機器整備費 0 1,578 1,578

款 項 目

財
源
内
訳

国 0

教育費 小学校費 教育振興費 県 478

予算書のページ 事業コード 総合計画区分 既定額 補正額 計

26 ～ 27 530385 ○ 事業費 31,188 事業費 1,578 事業費 32,766

2



令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（歳入） 教育部　学校教育課　学校教育係 （単位：千円）

17 01 03

個人からの寄附によるもの

補正額 計

教育費寄附金 0 10,000 10,000

合計 0 10,000 10,000

項目 既定額

節 既定額 補正額 計 説　　　　　　　明

01 教育費寄附金 0 10,000 10,000

16 ～ 17 寄附金 寄附金

予算書のページ 款 項 目 既定額 補正額 計

教育費寄附金 0 10,000 10,000
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令和４年度１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 教育部　学校教育課　学校教育係 （単位：千円）

10

計 941

941

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

　Web配信版で購入しているデジタル教科書は、ラ
イセンスが１年間であるため、令和４年度に再度、
ライセンスを購入する必要がある。
　令和５年４月から使用開始を予定しており、事前
の事務手続きが必要であるため、債務負担行為を
設定するものである。

令和４年１０月現在の所要見込額
①国語　24,000円×3学年×3校×1.1＝237,600円
②数学　26,000円×3学年×3校×1.1＝257,400円
③英語　25,000円×3学年×3校×1.1＝247,500円
④理科　20,000円×3学年×3校×1.1＝198,000円
①②③④の合計　940,500円

科目（節） 金額

需用費 941

中学校デジタル教科書購入費 令和５年度 941 0 0 0

事項 期間 限度額
左の財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源
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令和４年度

議会事務局

（一般会計）

１２月補正予算説明資料



令和４年度　１２月補正予算説明資料　（一般会計）

（債務負担行為） 議会事務局　議事調査係 （単位：千円）

12

左の財源内訳
限度額期間事項

1,735議会会議録作成委託料

国県支出金 地方債 その他

令和5年度

事業内容及び実施方法等 限度額の積算方法

1,735

一般財源

定例会、臨時会を録音し、反訳整文・校正・印刷・
製本を業者委託するもの。

◆会議録1ページ当たりの単価
　　音声反訳・印刷製本　1,350円
　　会議録郵送料               16円
　　その他諸経費               68円

　　　　　　計　　　　　　　　1,434円
　　　　　　　　　　　  （税込1,577円）

◆会議録のページ数（見込）
　 1,100ページ

→1,577円×1,100ページ＝1,734,700円

委託料 1,735

科目（節） 金額

1,735計
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